




７ 利用物件及び貸与物件

８ 特約事項

(１) 請負代金は近畿中国森林管理局において支払うものとする。

(２) 約款第38条は、可分事業内訳書の可分作業ごとに適用するものとする。

(３) 暴力団排除に関する特約条項は別紙のとおり。

(４) 記番ごとの事業期間は可分事業内訳書による。

負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。

より契約書記載の事業を共同連帯して請け負う。

本契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。

令和　　　年　　　月　　　日

発注者 住　所 京都市上京区西洞院通り下長者町下ル丁子風呂町102

氏　名

請負者 住　所

氏　名

その他の構成員の住所及び氏名を記入する。

〔注〕 請負者が共同事業体を結成している場合においては、請負者の住所

印

及び氏名の欄には、共同事業体の名称並びに共同事業体の代表者及び

印

上記の事業について、発注者と請負者は、各々の対等な立場における合意に基づいて、本

契約書及び令和８年４月15日に交付した国有林野事業造林事業請負契約約款によって公正な請

また、請負者が共同事業体を締結している場合には、請負者は、別紙共同事業体協定書に

分任支出負担行為担当官
　近畿中国森林管理局
　京都大阪森林管理事務所長　野澤　智明

品質規格品名 引渡予定場所 引渡予定月日

該当無し

数量



































 

 

 

特記仕様書（熱中症対策に資する現場管理比率等の補正の試行について） 

 

 

１ 本事業は、日最高気温又は暑さ指数の状況に応じた熱中症対策に資する現場管理費率等の補正の試

行を行う対象事業である。 

 

２ 用語の具体的な内容は、次のとおりである。 

（１）真夏日 

日最高気温が30度以上の日（気象庁が公表している地上気象観測所等の気温）または暑さ指数

（WBGT値）が25度以上の日（環境省が公表している観測地点の暑さ指数）。 

（２）事業期間 

事業着手日から事業終了日までの期間をいう。 

なお、年末年始休暇分として６日間、７月、８月又は９月を含む事業では夏季休暇分として３日

間、事業中止期間は含まない（事業期間には不稼働日も含む）。 

（３）真夏日率 

事業期間内の真夏日を事業期間で除した割合をいう。 

なお、不稼働日は事業期間内の真夏日に含めないものとする。 

 真夏日率 ＝ 事業期間中の真夏日 ÷ 事業期間  

 

３ 請負者は、契約締結後に提出する事業計画書に、事業期間中における気温の計測方法及び計測結果

の報告方法を記載し、監督職員へ提出する。 

なお、当試行に取り組まない場合は、事業計画書への記載は不要である。 

 

４ 気温の計測方法については、事業現場から最寄りの気象庁の地上気象観測所の気温又は環境省が公

表している観測地点の暑さ指数（WBGT値）を用いることを標準とする。ただし、これによりがたい場

合は、あらかじめ監督職員と協議の上、気象業務法施行規則（昭和27年運輸省令第101号）第１条の３

の表に基づく気象庁以外の者の行う観測の技術上の基準を満たした方法により得られた事業現場の気

温の計測結果又はJISB7922に準拠した電子式湿球黒球温度指数計（精度区分クラス２以上）により測

定した値を用いることも可とする。 

なお、計測資料の取得または計測に要する費用は請負者の負担とするものとする。 

  

５ 請負者は、監督職員に事業日報及び計測結果の資料を提出する。 

 

６ 発注者は、請負者から提出された計測結果の資料を基に補正値を算出し、現場管理費率等に加算し

請負金額の変更を行うものとする。 

 補正値（％） ＝ 真夏日率 × 補正係数（※） ※補正係数は1.2とする。 

 






























